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計

土木費 土木管
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項
建築指導費 建築・住宅行政手続デジタル化推進事業費

番号 事業名

事 業
期 間

令和 5年度～ 根 拠
法 令

デジタル社会形成基本法、建築基準法、
長期優良住宅法、高齢者住まい法

款

針路 08
分野施策 0805

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

9,11
9-1,11-1

　社会全体のＤＸを実現するため、建築・住宅行政に係
る各種手続のデジタル化を推進し、県民の利便性向上、
行政事務の効率化を実現する。
・オンライン手続、台帳データ一元管理可能なシステム
の構築
・既存台帳データの整備
を実施する。
　
ア　システム構築業務委託費　　  　　△33,319千円
イ　既存台帳データ整備業務委託費　　△48,530千円

（１）事業内容
　　ア　システム構築業務委託費　　　　50,589千円→17,270千円
　　イ　既存台帳データ整備業務委託費　49,730千円→ 1,200千円

（２）事業計画
　　ア　建築・住宅行政手続のオンライン化及びデータの一元管理を行うシステムの構築業務を委託する。
　　イ　システムに移行する既存台帳データの整備業務を委託する。

（３）事業効果
　　ア　オンラインによる申請、審査、交付環境を整備し、時間や場所にとらわれない各種手続の実現により、
　　　県民の利便性が向上されるだけでなく、行政職員の窓口対応時間も削減される。
　　イ　建築物ごとの各種申請情報がシステム内で連携し一元管理されることで、事務の効率化が図られる。
　　　　【活動指標(アウトプット)】システムの構築、既存台帳データの整備
　　　　【活動指標(アウトカム)】各種申請等の手続オンライン利用率の増加(令和8年度：50%)
　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　ア　市町村、消防及び指定確認検査機関との連携
　
（５）補正予算の概要
　　　事業スケジュールの見直しによる年度内執行額の減　△81,849千円

２　事業主体及び負担区分
ア　(国10/10)
イ　(国10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2.0人＝19,000千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 △81,849 △81,849

現計額 100,319 100,319 0

― 都市整備部 8 ―

支え合い魅力あふれる地域社会の構築

0 18,470

デジタル技術を活用した県民の利便性の向上



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 33,319千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △33,319 ― 社会資本整備総合交付金
土木管理費補助金 補助率　定額

合計 △33,319 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 △33,319 ― システム構築業務委託の減

合計 △33,319 ―

単位事業名 予算額 △ 48,530千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ △48,530 ― 社会資本整備総合交付金
土木管理費補助金 補助率　定額

合計 △48,530 ―

　

主な内容

事業内訳書

建築・住宅行政手続デジタル化推進事業費

システム構築業務委託費

主な内容

主な内容

既存台帳データ整備業務委託費



 

 

単位事業名 予算額 △ 48,530千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 △48,530 ― 既存台帳データ整備業務委託の減

合計 △48,530 ―

既存台帳データ整備業務委託費

主な内容


